
東日本大震災

東北地協の仲間に救援資金を
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マグニチュード（Ｍ）が9.０と記録的な大きさだっ

た「東北地方太平洋沖地震」による東日本大震災によ

り、亡くなった人や行方不明者の数でも、避難を余儀

なくされている人の数でも、かってない規模に達する

ことが明らかになっています。

まだ見つかっていない人たちの救出は、一刻を争う

ものです。同時に被災した人々の切実な求めに応じて、

避難所や食事、燃料や日用品などへの緊急の支援が求

められています。

金融労連は「東北地方太平

洋沖地震に関わる仲間への救

援募金のお願い」（裏面）で、

東北地協の被害を受けた仲間

に救援資金を訴えています。

さざなみネットでまとめて送金します。お願いいた

だける方は組合役員へご連絡ください。

２月２０日、ふるさとをアメリカ軍に使わせない滋

賀県連絡会による「日米合同演習反対２．２０あいば

野大集会」が、高島市民会館で行われました。県内を

はじめ近畿各地の民主団体・平和団体・労働組合など

から５５０人が集まりました。さざなみネットから家

族を含め３人が参加しました。

野田淳子ミニコンサート、主催者あいさつ・連帯あ

いさつ、各団体・地元の取り組み報告、集会宣言を採

択後、陸上自衛隊今津駐屯地までデモ行進をしました。

あいば野での日米合同演習は、３年連続で１１回目。

最近の合同演習では、あいば野演習場内に増設された

都市型訓練施設

を使って実戦さ

ながらの「人殺

し」訓練が行わ

れてきました。

今回の演習を、

普天間基地のヘ

リ訓練の移転に

つなげる動きも

あります。

日米安保反対

基地撤去の運動が進む沖縄と連帯し、基地のない沖縄・

滋賀・日本を、いっしょにつくりましょう。
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滋賀従組の仲間とともに
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東北地方太平洋沖地震に関わる仲間への救援募金のお願い

３月１１日に東日本を襲った巨大地震による死者・不明者は、１千数百人、安否不明が１万人を超え時間の経過と

ともに増え続け、被害がさらに拡大するなど甚大な被害が現地を襲っています。また、被災した福島県の東京電力福

島第１原発での事故もあり、過去に例をみない災害がおこっています。

被害を受けた現地では人命を最優先にした取り組みが時間とのたたかいで開始され、昼夜を問わず懸命な救援活動

が行われています。また、すでに各方面から救援活動や支援募金などの取り組みも始まっています。

心配される東北地協の仲間も、組合員の安否は全員確認されましたが、自宅が流されたり、家族と連絡が未だ取れ

ないなどの報告も受けています。

金融労連は、現地との連絡確保に全力をあげ、被害を受けた加盟組合の仲間に対し、被災者への支援として、全国

の仲間からの救援募金に取り組むことを決めました。

つきましては、職場でのカンパを中心に各組合から下記の口座に救援募金を送ってくださるようお願い申し上げま

す。

記

カンパ送金口座

○三菱東京ＵＦＪ銀行麹町（こうじまち）支店

普通預金 Ｎｏ．１１１０８８７ 金融労連本部

○郵便振込 ００１５０－７－９０８８３ 金融労連

（郵便振込の際は、通信欄に「震災カンパ」と明記して下さい）

※カンパは集まり次第、被害を受けた各単組へ送ることにさせていただきます。
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環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）

の農業への影響（農林水産省試算）

農業生産 ４．５兆円減
食料自給率 ４０％→１３％へ低下
農業の多面的機能 ３．７兆円喪失
実質ＧＮＰ ８．４％兆円減
雇用 ３５０万人減

（即時関税撤廃を前提）


